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　緒　言
　わが国では，国民の健康増進の総合的な推進
を図るため，平成 12 年より「健康日本 21」が策
定され，健康増進法の施行により，運動や飲酒，
喫煙などの生活習慣の改善を通した健康増進の
概念が取り入れられている．しかしながら，悪
性新生物や循環器疾患，糖尿病の患者数や医療
費は増加しており，さらなる高齢化の進展や疾
病構造の変化を踏まえ，生活習慣病の発症予防
や重症化予防に対する課題を抱えている．平成
25 年からは，「健康寿命の延伸と健康格差の縮
小」が新たに基本的方向性に掲げられ，第 2 次
健康日本 21 が進められている（厚生労働統計協
会，2014/2015）．健康格差が生まれる背景には
社会的経済・物理的アクセスに加え心理的要因
（Lett,2004：近藤2011），さらにコミュニケーショ
ン能力やヘルスリテラシーをあげている（埴淵，
2010：村田，2011）． WHO は（1998）「ヘルス
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要　　旨
目的： 中小企業労働者のヘルスリテラシー（以下，HL）と生活習慣の実態を把握し，その背景や
関連を明らかにする．
方法： 中小企業労働者 362 名を対象に無記名式自記式質問調査を実施した．生活習慣 7 項目と点
数化した HPI（Health  Practice Index）を性別・年齢群（40 歳未満・40 歳以上）で単変量解析
を行った．HL は一般向け HL 尺度（石川ら，2008）を用い，HL 得点が中央値未満を低群 , 
中央値以上を高群とし，両群の比較にはχ2検定，連続変数の平均値に対しては， t検定を行っ
た．
結果： HPI は女性と比べ男性が低かった（p<0.05）．男性の HPI は，40 歳未満群に比べ 40 歳以上
群が低く，HPI が低いほど BMI が高かった（p<0.05）．対象者の HL 得点は，“情報収集”は
高いが、“理解と伝達”，“判断”，“計画や行動”の 3 項目は低かった．HL 得点高群は，運
動実施率と治療者の割合が高かった（p<0.05）．他の生活習慣との関連は認めなかった．
結論： 中小企業労働者の男性において HPI と肥満の関連を認めた．HL の関連要因は，運動の実
施と治療者であった．
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リテラシーとは，良い健康を維持増進するため
に情報をアクセスし，理解し，活用する動機づ
けと能力を決定する認知的・社会的スキルであ
り，自ら健康情報を効果的に意思決定し保健行
動をとることができるエンパワメントに重要で
ある」としている．
　生活習慣病の予防において，健康教育やヘル
スプロモーションを進める上で，対象者の生活
習慣や健康状態を把握するとともにヘルスリテ
ラシーを把握し，評価することは重要だと考え
る．
　ヘルスリテラシーを測る尺度として，わが国
の先行研究では成人を対象に開発された HLS-
14（Suka et al，2013）の報告があるが，識字や
病気の診断に対する設問があるため「十分な教
育のある人や公衆衛生における健康な人々を対
象に使用する場合は注意を要する」と記されて
おり（Suka et al.2013），ヘルスリテラシーの尺
度の一般化が求められた .
　石川ら（2008）は，一般市民を想定したヘル
スリテラシー尺度を開発し，信頼性や妥当性は
確認されている．このヘルスリテラシー尺度を
用いた先行研究は，ホワイトカラーの男性労働
者を対象にヘルスリテラシーと健康行動・生活
習慣との関連（Ishikawa et al, 2008）や ,  福田ら
（2015）の 1,000 人以上の大企業の労働者を対象
とした研究が報告されている．しかしながら，
中小企業の労働者のヘルスリテラシーに関する
報告はほとんど見当たらない．
　中小企業とは , 我が国では中小企業基本法
（2014 年改正）により , 製造・建設・運輸業では
常時雇用する従業員 300 人以下かつ資本金また
は出資金 3 億円以下 , 卸売業では 100 人以下か
つ 1 億円以下 , サービス業では 100 人以下かつ
5,000 万円以下 , 小売業では 50 人以下かつ 5,000
万円以下の企業と定義されている . この定義に
該当する企業は日本の全企業の 99.7％を占め，
そこで働く者は全労働者の 69％といわれてい
る（中小企業庁，2014）．しかし，労働安全衛生
法では，50 人以下の労働者を使用する企業に
は定期健康診断の報告義務がなく，中小企業労
働者の健康状態の特徴については十分に明らか
にされているとは言えない（鈴木ら，2005）と報
告されており，その詳細が把握できにくい状況
であるといえる．そこで，本研究の目的は，中
小企業労働者を対象に，生活習慣の実態を明ら
かにするとともに，ヘルスリテラシーの実態と
その関連する背景や生活習慣との関連を明らか
にし，今後の中小企業労働者を対象とする健康
教育や保健活動の展開への示唆を得ることであ
る．
Ⅰ　研究方法
１．調査対象
　対象者は A・B 県に所在する中小企業事業所
の労働者である．研究目的・調査内容について，
事業所の長または担当者に説明し，同意の得ら
れた事業所，労働者を対象とした．職種は建設
業・販売業・製造業・サービス業（金融・保険・
営業・販売）である．事業所の選出は便宜的抽
出とした．事業所の従業員数は，5 人から 100
人の規模であった．なお，医療職などの専門職
は対象としていない．
２．調査方法と調査期間
　調査は無記名式質問票により実施し，事業所
担当者が各従業員に配布し，調査に同意した従
業員が回答後，糊付けした封筒に入れ，事務所
に設置した回収箱に投函する方法とした．事業
所担当者により研究者に郵送または研究者が直
接回収した．調査は 2015 年 7 月から 9 月に実
施した．
３．調査内容
１）基本属性
　年代，職種，婚姻の有無，同居の有無を尋ねた．
職種は，国勢調査の職業区分を参考に，専門職・
技術的職業，管理的職業，事務，販売，サービ
ス業，保安職業，農林漁業作業，建設・採掘作業，
運輸・通信従事，生産工程・労務作業とした．
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２）生活習慣と健康関連要因
　治療中の病気の有無（高血圧・糖尿病・脂質
異常症・その他），生活習慣は Breslow の 7 つ
の健康習慣（Breslow et al, 1983）, 喫煙（非喫煙・
禁煙・喫煙）, 運動実施（有無・実施回数）, 飲
酒状況（有無・頻度・量）, 朝食欠食の有無 , 間
食・夜食の有無，睡眠時間，身長・体重を尋ね
た．体重と身長から体格指数 Body-Mass Index
（以下，BMI）を算出した．
３）ヘルスリテラシー尺度と関連項目について
　ヘルスリテラシーの尺度は，石川ら（2008）
が開発したヘルスリテラシー尺度 CCHL
（Communicative and critical HL）を用いた．この
尺度は World Health Organization （WHO）による
ヘルスリテラシーの定義を反映した伝達的およ
び批判的ヘルスリテラシーの項目からなり，5
つの下位尺度で構成される．伝達的ヘルスリテ
ラシーの質問項目は，情報源に対して，「様々
な情報源からの情報収集（以下，情報収集）」，「自
分に必要な情報の選択（以下，選択）」，「情報の
理解と伝達（以下，理解と伝達）」，批判的ヘル
スリテラシーの質問項目は，情報源に対して「情
報の信頼性の判断（以下，判断）」，「情報に基づ
く計画や行動ができると思うか（以下，計画と
行動）」の 5 つの質問項目である．各質問項目に
対し，「全くそう思わない（1 点）」から「強く思
う（5 点）」の 5 件法で回答を求めた．尺度の信
頼性は，尺度全体α＝ 0.81，下位尺度α＝ 0.74
～ 0.83 で確保されている．
４．分析方法
　年齢については，特定健診・特定保健指導な
どの介入対象者となる 40 歳以上群と介入対象
外の 40 歳未満群の 2 群に分けて分析した．生
活習慣については，喫煙・運動・飲酒・朝食・
間食の有無・睡眠時間・BMI 各項目を性別，
年齢群別にその割合を比較検討した．また，生
活習慣の各項目を 2 分法で選別し，不良を 0 点，
良好を 1 点として得点化し，その合計を HPI
（Health  Practice Index）スコアとした．良好の
区分は，「喫煙なし」，「運動実施あり」，「飲酒
なし」，「6 ～ 7 時間以上の睡眠」，「朝食欠食な
し」，「間食なし」「BMI18.5 ～ 24.9」とした．ヘ
ルスリテラシーについては，尺度５項目それぞ
れ，実施できる「そう思う」，「強く思う」４点
以上に該当する割合を性別・年齢群別に分析し
た．ヘルスリテラシーの区分については，これ
までに開発された測定する尺度の多くが尺度合
計得点の中央値を用いていたため（Ishikawa et 
al．， 2008;Suka et al.，2013），中央値を基準と
し，中央値未満を低群，中央値以上を高群とし
（以下，低群・高群），生活習慣項目との関連を
みた．群間比較の分析はχ2 検定を行った．ま
た，平均値などの群間比較は正規性を確認し
たうえで t 検定を行った．統計解析には，IBM 
SPSS Statistics Ver.23.0 を使用した．有意水準は
p<0.05 とした．
５．倫理的配慮
　岐阜聖徳学園大学研究倫理委員会の承認後
に実施した（2015 年 7 月 14 日承認：承認番号
2015-3）．各事業所施設長に研究の目的と内容，
実施方法について依頼書・同意書を口頭および
文書にて説明し，データの使用と公表の同意と
ともに承認を得た．施設長への依頼事項として，
対象者である従業員に配布する際には事業所か
らの強制はないことを伝えること，調査票の回
収箱については事業所の管理者が確認できない
場所に設置することを挙げた．また，各従業員
に対して，調査への協力は自由意思に基づくも
ので強制ではないこと，協力がなくても何ら不
利益を生ずるものではないこと，無記名で扱う
こと，結果は研究以外には使用しないことなど
を明記した説明書を同封し，調査を依頼した．
記入した調査票は，各自糊付けした封筒に入れ，
回収箱に投函してもらい，調査票の提出をもっ
て、調査に同意したことと説明した．
Ⅱ．研究結果
　自記式質問紙は 410 名に配布し，回収数 365
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名（回収率 87.1％）であったが，ヘルスリテラ
シーの欠損データがあった者は省き，有効回答
は 362 名（有効回答率 99.2％）とし，これを分析
対象とした．
　　　　　　　　　　
１．対象者の属性（表１）
　対象者の属性は，男性 214 名（59.1％），女性
148 名（40.9％），年齢群別では 40 歳未満群（20
～ 39歳）男性 74名（34.6％），女性 68名（45.9％），
40 歳以上群は男性 140 名（65.4％），女性 80 名
（54.1％）であった．40 歳以上群に 60 歳代男性
27名（12.6％），女性 16名（10.8％）を含んでいる．
年齢は男性が高い結果であった（p<0.05）．既婚
者は 70.4％，家族と同居は 84.5％であり，男女
による有意差はなかった．
２．生活習慣と健康関連状況（表 2）
　治療状況は服薬治療中 98 名（27.1％）であり，
内訳は主に高血圧 35 名（35.7％），糖尿病 13 名
（13.3％），脂質異常症 14 名（14.2％）であった．
BMI 区分による肥満者の割合は，男性 71 名
（33. １％），女性 15 名（8.8％）であった．肥満
区分の割合は，男性について 40 歳以上群 53 名
（37.9％），40 歳未満群 18 名（24.3％），女性に
ついては 40 歳以上群 10 名（12.5％），40 歳未満
群 5 名（7.4％）であった．BMI 平均値±標準偏
差をみると，男性 40 歳以上群 24.3 ± 3.7， 40
歳未満群 23.2 ± 3.8，女性 40 歳以上群 21.6 ±
2.8，40 歳未満群 20.2 ± 2.9 と，それぞれ男女
ともに 40 歳以上群が有意に高い結果であった
（p<0.05）．
　喫煙について，喫煙者は男性 82 名（38.3％），
女性 21 名（14.2％）であった．年齢群の内訳を
みると，男性 40 歳以上群は喫煙 49 名（35.0％），
禁煙 40 名（28.6％），非喫煙 51 名（36.4％），
40 歳未満群は喫煙 33 名（44.6％），禁煙 7 名
（9.3％），非喫煙 34 名（45.9％）で 40 歳未満群
の喫煙率が高かった（p<0.05）．女性の喫煙率
は，40 歳未満群 10 名（14.7％），40 歳以上群
11 名（13.8％）と年齢群間で差はなかった．飲
酒について，飲酒有は男性 155 名（72.4％），女
性 74 名（50.0％）であった．さらに，週 3 日以
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表１　基本属性
上，１合以上飲酒する「飲酒習慣のある者」は男
性 40 歳未満群 26 名（34.7％）に対し，40 歳以上
群 70 名（50.0％）と飲酒習慣の割合は高かった
（p<0.05）．女性の「飲酒習慣のある者」は 40 歳
未満群 9 名（13.2％），40 歳以上群 22 名（27.5％）
であった．運動習慣については，週１回以上の
実施は男性 40 歳未満群 37 名（50.0％），40 歳
以上群 51 名（36.4％），女性 40 歳未満群 20 名
（29.4％），40 歳以上群 11 名（13.8％）と男女と
もに 40 歳未満群の実施率が高かった（p<0.05）．
睡眠時間「6 時間以上」は男性 89 名（41.6％），女
性 66 名（54.6％）であった． 生活習慣が良好な
項目は，「朝食摂取」男性 162 名（75.7％），女性
121 名（81.8％），「間食を摂らない」男性 156 名
（72.9％），女性 105 名（70.9％）であった．
３．HPI スコア評価結果（表 3，表 4）
　HPI スコア平均値±標準偏差は，男性 4.1 ±
1.4，女性 4.6 ± 1.2 と女性が有意に高かった
（p<0.05）．また，年齢群でみると，男性 40 歳
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未満群は 4.3 ± 1.3，40 歳以上群 3.9 ± 1.4，女
性 40 歳未満群 4.8 ± 1.3，40 歳以上群 4.5 ± 1.2
と，男女ともに若年層の方が HPI スコア平均
は高かった．HPI のスコア 3 以下の生活習慣が
不良な人は，男性 74 名（34.6％），内訳は 40 歳
未満群 19 名（25.7％），40 歳以上群 55 名（39.3％）
で年齢が高い者の割合が多かった。女性は 24
名（16.2％）で，年齢群間の差はなかった．HPI
スコアを 0 ～ 3，4 ～ 5，6 ～ 7 の 3 群にわけ，
BMI 平均値±標準偏差をみたところ，男性に
おいてはそれぞれ 25.1 ± 4.3，23.6 ± 3.7，22.1 
± 1.6 と HPI スコアが低いほど BMI は高かっ
た（p<0.05）. 女性の BMI については，HPI スコ
ア群間による差はなかった．
４．ヘルスリテラシー得点結果（表 5）
　ヘルスリテラシー尺度の信頼性は尺度全体α
＝ 0.8，下位尺度α＝ 0.74 ～ 0.83 であった．ヘ
ルスリテラシー尺度 5 項目（1 から 5 点）それぞ
れ実施できるかの質問に対し，「できると強く
思う」，「思う」4 点・5 点に自己評価した者の
割合は，「情報収集」296 名（81.8％）が一番高
く，「選択」202 名（55.8％），「理解と伝達」139
名（38.4％），「判断」110 名（30.4％），「計画や
行動」132 名（36.5％）と項目により差がみられ
た．得点の平均値 を見ると，「情報収集」が 3.95
± 0.8 が一番高く，「選択」3.46 ± 0.9，「理解
と伝達」3.16 ± 0.9，「判断」2.99 ± 0.9，「計
画と行動」3.07 ± 0.9 であった．性別による得
点の平均を比較すると，「計画と行動」において
男性 2.95 ± 1.0，女性 3.23 ± 0.9 と差を認めた
が、それ以外では差はなかった．また、年齢群
別に得点の平均値±標準偏差をみたところ，「情
報収集」では 40 歳未満群 4.1 ± 0.8，40 歳以上
群 3.9 ± 0.8 と差が見られた（p<0.05）が，それ
以外では認めなかった．ヘルスリテラシー尺度
項目それぞれの中央値は「情報収集」，「選択」は
４，「理解と伝達」，「判断」，「計画と行動」３を
示し，尺度 5 項目の合計得点中央値 17 であっ
たため，中央値 17 以下を低群，18 以上を高
群と二分した．低群は 211 名（58.3％），高群は
151 名（41.7％）であった．低群，高群において，
年齢・性別・職種・婚姻については差を認めな
かった．治療状況については，高群の治療有は
48 名（32.0％），低群 50 名（23.7％）の割合で有
意差を認めた（p<0.05）．
５．ヘルスリテラシー得点と生活習慣項目との
関連（表 6）
　ヘルスリテラシー得点を従属変数として，生
活習慣項目を独立変数として，群間比較した結
果，運動実施について低群 61 名（28.9％），高
群 58 名（38.4％）は差を認めた（p<0.05）．また、
運動回数とヘルスリテラシー得点においても相
関がみられた（r=0.21,  p<0.05）．尺度項目の一
つである「計画や行動」得点と運動の実施につい
ては，男性 r=0.18，女性 r=0.21 と，ともに有
意な相関がみられた（p<0.05）．規則正しい食事，
朝食を摂る実施率は生活習慣項目中で一番高
く，高群・低群いずれも 78％を占め，差はなかっ
た．他の生活習慣や HPI スコア，BMI 等とヘ
ルスリテラシー低群・高群による差はなかった．
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表５　ヘルスリテラシー得点（性別・年齢別）
Ⅲ．考察
　生活習慣病は「食習慣，運動習慣，休養，
飲酒等の生活習慣がその発症や進行に関与
する疾患群」と定義され（厚生労働統計協会，
2013/2014），厚生労働省により生活習慣の改善
による疾病予防や健康増進を推進しているとこ
ろである．平成 23 年にまとめられた健康日本
21 の最終評価によると，多量飲酒者割合やメ
タボリックシンドロームの該当者数など改善が
見られない項目や運動の歩数などは悪化してい
ることが報告され，生活習慣の改善の困難さが
伺える．また，平成 20 年から特定健診や特定
保健指導が進められているが，その実施率は特
定健診 46.2％，特定保健指導男性 16.4％，女性
16.2％，年齢では 40 ～ 44 歳の実施率が最も低
い，と報告されている（厚生労働省，2014）．対
象者を取り巻く保健指導の実施状況については
このようなことを背景に，本研究では，中小企
業労働者の生活習慣の実態とヘルスリテラシー
の実態を把握することができたので以下に考察
する．
１．生活習慣の実態について
　本研究の対象者は，7 つの健康習慣の中でも
喫煙と飲酒習慣において，男女ともに平成 25
年度国民健康・栄養調査結果の喫煙率，飲酒率
と比して，その割合が高い結果であった．喫煙
は各種がん，脳卒中，虚血性心疾患，慢性閉塞
性肺疾患などその他種々の疾病の危険性が増大
する（厚生労働統計協会，2013/2014）と言われ，
禁煙対策が図られているが，対象者の性別，年
齢，意識ステージなどに合わせた禁煙指導が求
められる．特に，男性 40 歳未満群の喫煙者に
対して，早期に禁煙すれば肺機能の低下が小さ
く，また非喫煙群と差を認めない結果になるこ
と（野波，1998: 古澤，2015.），また，女性喫煙
者に対しては，男性より気道過敏性が亢進して
いることから慢性閉塞性肺疾患（COPD）が増加
していること，禁煙により肺機能の改善が男性
よりも大きくみられることなど（宮本，2008），
喫煙の弊害とともに禁煙の効果について，具体
的な禁煙のための健康情報の提供が必要であ
る．
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　飲酒習慣については，国民健康・栄養調査の
飲酒習慣結果である男性 34.5％，女性 7.3％に
比し，男性 62.4％，女性 43.1％とともにその割
合は高く，健康診断結果特に肝機能検査との関
連があること（鈴木ら，2005）からも，減酒のた
めの生活改善が必要である．
　ところで，今回の対象者の運動実施率につい
ては，国民健康・栄養調査結果に比し，男性，
特に 40 歳未満群の運動実施率が高く見られた．
また，体力・スポーツに関する世論調査（文部
科学省，2013）結果は，男女ともに年齢が上が
るほど実施率は上昇しているが，今回の対象者
は若年層で高い結果であった．平成 25 年体力・
スポーツに関する世論調査（文部科学省，2013）
によると，運動を行わなかった理由として，「仕
事が忙しく時間がない」が 20 歳代 50.0％，30
歳代 80.0％，40 歳代 60.0％と報告されている．
この結果より，40 歳未満群の若年層において，
今後，運動を継続するための時間を確保してい
くことは難しくなることが推測される．運動実
施者には運動習慣の維持・継続を推奨し，未実
施者には身体活動の向上のために，運動の効用
など動機付けの支援をしていくことが必要であ
る．
　生活習慣を点数化した HPI スコアについて
は，男性において HPI スコアが低い群は BMI
平均値が高いことから，生活習慣と肥満の関連
が考えられた．肥満者の割合については，男性
71 名（33.1％）で 40 歳以上群 53 名（37.9％）あり，
国民健康・栄養調査の男性全体 28.6％，40 歳
以上 31.5％に対し，高い割合であった．肥満は
生活習慣病に大きく関連する疾患群の一つであ
り，肥満・高血圧・糖尿病・脂質代謝異常症は
動脈硬化性疾患の発症・伸展の独立因子である
とともに，互いに相乗的に危険因子としてかか
わるとされている（島本ら，2009）．この点から
も，本研究の対象者に対して，適正な BMI 管
理や飲酒習慣を含めた生活習慣改善をすること
は，生活習慣病予防と伸展を防止することとな
ると考える．
　鈴木（2005）は，中小企業労働者において，大
企業に比べ，運動をしない者や飲酒習慣率や喫
煙率が高く，健康に好ましくない生活習慣を多
く持ち，健診結果の肥満・高血圧・耐糖能異常，
また，男性においては肝機能障害など有所見
率が高いことの関連を報告している．その要因
として，企業規模の違いによる従業員の健康保
持・増進活動の量的・質的な差異があるのでは
ないかと指摘し，生活習慣の改善指導を含めた
より包括的な産業保健サービスの提供が必要で
ある，と述べている．中小企業の労働者への産
業保健サービスの一つに、健康診断後の保健指
導や健康教育がある．健診の検査結果値の見方
や生活習慣項目との関連の説明を具体的にする
ことにより，自分自身の健康状態を理解し，生
活を振り返ることで生活習慣の適切・不適切を
判断し，改善する動機づけを作ることが重要で
ある．
２．ヘルスリテラシーの結果と生活習慣との関連
　今回のヘルスリテラシー尺度各項目におい
て，「できると強く思う」，「まあ思う」と評価し
た対象者の割合を石川らの報告と比較してみる
と，「情報収集」の割合は差はみられなかったが，
その情報を「選択」や「理解と伝達」，「判断」，「計
画や行動」の項目において，差がみられた．先
行研究において，各項目の中央値はすべて 4 で
あったのに対し，本研究の中央値は「理解と伝
達」，「判断」，「計画と行動」は３でヘルスリテ
ラシー得点が低かった．なお，石川らの研究結
果と比較するため，対象集団の年齢から 60 歳
以上を除して 20 ～ 59 歳に母集団を統一しても
得点の中央値は変わらなかったことから，今回
の対象集団は，情報を収集する力はあるが，自
分に適した情報を選択し，伝達する力，情報の
正しさを判断する力，情報に基づいて計画や行
動する力は低いと判断する．ヘルスリテラシー
を左右する個人特性として，尺度は異なるが，
高山ら（2005）は，女性，学歴，医師から診断さ
れた疾患数の多さ，子供の数が少ないことをあ
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げている．本研究においては，ヘルスリテシー
得点の低群・高群と個人特性について，性別・
年齢・職種・婚姻歴などと検討したが，それら
による差は認めなかった．現在の治療の有無と
ヘルスリテラシーの関連においては，治療有の
割合が高群に多いという点を認めたことから，
医療機関を受診していることにより，医師など
専門家からの正しい情報を得て、理解・判断を
していることが影響しているのではないかと推
察する．石川（2008）は，研究の対象者の企業は
わが国でよく知られており，十分な教育を受け
たホワイトカラーの集団であるとしている．こ
こで言う教育とは，単に学歴を指すのではなく，
健康情報に関して健康保険組合など医療者・専
門職者による健康教育の機会があるなど企業の
健康推進活動がヘルスリテラシーに影響してい
るのではないかと考える．
　ヘルスリテラシーと生活習慣について，今回
の研究では，生活習慣項目のうち運動のみ関
連を認めた．運動においては実施率だけでなく
ヘルスリテラシー得点が高いほど実施回数も多
く，実行に関連する項目「計画と行動」の評価得
点とも相関がみられたことから，その関連性は
あると考える．石川らの研究（2008）において，
断片的な研究であるために健康評価との関連要
因までを明らかにすることはできなかったが，
ヘルスリテラシーと生活習慣などの健康行動と
の関連があることを示した，と述べている．
　ヘルスリテラシーと健康評価に関連に関する
文献レビューの報告（Berkman ND, 2011）による
と，ヘルスリテラシーが低いと救急サービスの
利用が多く入院率が高いこと，乳がん検診など
ワクチンの接種率が低いこと，健康状態の自己
評価が低いこと，薬を適切に服用できない，死
亡率が高いことなどが明らかにされている．杉
森（2006）は，ヘルスリテラシーを向上させる
ことは，ただ医療・健康情報を正確に理解でき
るようになることではなく，医療・健康情報
に接する機会を増やして，それを効果的に活
用していくことがヘルスリテラシーの向上の
めざすところであるとしている．また，Health 
Promotion Glossary（WHO,1998）において，ヘ
ルスリテラシーの向上は，健康情報を把握す
る能力の向上にとどまらず，個人の健康づくり
を促すことから，健康づくりのための重要な要
因であるとしている．この点から，人々の健康
づくりを担う健康教育をする際には，人々が自
らの健康をコントロール，改善することができ
るようなヘルスリテラシーの向上をめざすこと
が重要である．健康教育をする際に，対象者の
ヘルスリテラシーの向上のために，対象者が理
解・判断することができる健康情報や行動変容
ができるような健康情報を提供することが求め
られる．人々のヘルスリテラシーは，自分の
生活習慣の改善の必要性を理解し，改善する
動機づけであり，行動変容へとつながる Health 
Promotion になると考える．
３．中小企業労働者に対する保健活動への示唆
　今回の対象者である中小企業労働者は，健康
情報を取得することはできるが，その情報を「理
解と伝達」することや「判断」し「計画と行動」が
できるという評価は低いことがわかり，それに
対応する健康情報の提供が求められている．生
活習慣において，飲酒や男性労働者については，
特に肥満などの課題があり，生活習慣改善の必
要性が理解できるよう，さらに行動変容ができ
るような具体的な支援方法を提供する健康教育
が必要である．
　また，事業所に対して，健康診断実施後の保
健指導や健康教育の実施に向けて，地域の産業
保健支援センターなどの活用を呼び掛けていく
必要がある．　
４．研究の限界と課題
　本研究の結果は，ヘルスリテラシーと生活習
慣の関連は運動のみであった．しかし，その
因果関係については明らかにすることはできな
かった．また，事業所の背景となる従業員数に
よる統計的区分は事業所数が少ないため分析し
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ていない．また，非正規雇用の有無についても
調査をしていないので，雇用形態によって受け
ている産業保健サービスの有無などその背景も
明らかにできていない．今後，さらに対象とす
る事業所を広げ、健康診断結果も含めたデータ
を蓄積し，分析していく必要があると考える．
　
Ⅳ．結語
　中小企業で働く労働者の生活習慣について
は，男女ともに飲酒習慣率が高く，男性におい
て生活習慣と肥満との関連を認めた．ヘルスリ
テラシー尺度得点は，「情報収集」に比較して，
「理解と伝達」，「判断」，「計画と実行」は低かっ
た．ヘルスリテラシーの関連要因は運動実施と
治療者であった．
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Abstract
Objective: The present study aimed to examine the health literacy （HL） and lifestyle habits of employees 
of small- and medium-sized companies, as well as their backgrounds and relationships.
Methods: An anonymous, self-completed questionnaire survey involving 362 employees of small- and 
medium-sized companies was conducted. Univariate analyses of seven items related to lifestyle habits 
and HPI （Health Practice Index） scores were conducted by sex and age （groups of employees aged 
younger than 40 and those aged 40 years or older）. A general HL scale （Ishikawa et al., 2008） was used to 
determine HL scores. Employees who had received an HL score lower than the median were classiﬁed into 
a low-score group, and those with an HL score equal to or higher than the median into a high-score group. 
χ2 tests were conducted to compare the two groups, and the means of continuous variables were calculated 
using t-tests.
Results: Male employees received lower HPI scores than females （p<0.05）. Employees aged 40 years or 
older received lower HPI scores than those aged younger than 40 years old, and the lower the HPI score, 
the higher the BMI （p<0.05）. Although the employees received high HL scores for “Seeking information”, 
the three items of “Understanding and Communicating”, “Considering the Credibility”, “Making decisions 
based on information”were low. The rates of employees who had performed exercise and undergone 
treatment were high in the high HL score group （p<0.05）. However, HL scores were not correlated with 
other lifestyle habits.
Conclusion: There was a correlation between the HPI scores received by employees of small- and medium-
sized companies and obesity. Factors related to HL were the implementation of exercise and treatment.
Keywords:  employees of small- and medium-sized companies, health literacy, lifestyle habits, HPI, health 
education
